
 

 

（別記様式第１号） 

計画作成年度 令和２年度 

計画変更年度 令和４年度 

計画主体 八代市 

 

 

 

 

 

 

八代市鳥獣被害防止計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ＜連絡先＞ 

           担 当 部 署 名 熊本県八代市水産林務課 

                      所 在 地 熊本県八代市松江城町 1-25 

           電 話 番 号 0965-33-4119 

                      Ｆ Ａ Ｘ 番 号 0965-33-4472 

           メールアドレス suirin@city.yatsushiro.lg.jp 

 

 

（注）１ 共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画

主体には（代表）と記入する。 

２ 被害防止計画の作成に当たっては、別添留意事項を参照の上、記入等すること。 
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１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

 対象鳥獣 イノシシ（イノブタ含む）、二ホンジカ、カ

ラス類、カモ類、タヌキ、バン類、アライグ

マ、アナグマ、カワウ、ヒヨドリ 

 計画期間 令和３年度～令和５年度 

 対象地域 熊本県八代市 

（注）１ 計画期間は、３年程度とする。 

   ２ 対象地域は、単独で又は共同で被害防止計画作成する全ての市町村

名を記入する。 

 

２．鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（令和元年度） 

鳥獣の種類 

 

被害の現状 

品 目 被害数値 

イノシシ 稲 

果樹 

野菜（ショウガ） 

小計 

520 千円 

297 千円 

2,846 千円 

3,663 千円 

0.49ha

0.17ha

0.37ha

1.03ha

二ホンジカ 稲 

麦類 

果樹 

野菜（ショウガ） 

いも類 

スギ・ヒノキ造林地 

小計 

499 千円 

24 千円 

964 千円 

2,930 千円 

2 千円 

3,113 千円 

7,532 千円 

0.47ha

0.2ha

0.33ha

0.19ha

0.01ha

21.0ha

22.2ha

タヌキ 稲 

野菜 

工芸作物 

小計 

446 千円 

1,902 千円 

897 千円 

3,245 千円 

0.42ha

0.18ha

0.21ha

0.81ha

カラス類 稲 

麦類 

果樹 

野菜 

小計 

223 千円 

32 千円 

777 千円 

3,217 千円 

4,249 千円 

0.21ha

0.27ha

0.26ha

0.62ha

1.36ha

カモ類 稲 

麦類 

野菜 

1,476 千円 

180 千円 

83,904 千円 

1.39ha

1.56ha

19.66ha
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工芸作物 

小計 

9,014 千円 

94,573 千円 

2.11ha

24.72ha

アナグマ 野菜 

小計 

1,422 千円 

1,422 千円 

0.07ha

0.07ha

バン類 野菜 

小計 

1,061 千円 

1,061 千円 

0.29ha

0.29ha

カワウ 鮎 

小計 

26,000 千円 

26,000 千円 
― 

ヒヨドリ 麦類 

果樹 

野菜 

工芸作物 

小計 

37 千円 

644 千円 

41,213 千円 

85 千円 

41,979 千円 

0.31ha

0.18ha

8.10ha

0.02ha

8.61ha

合計  183,724 千円 59.09ha

（注） 主な鳥獣による被害品目、被害金額、被害面積（被害面積については、

水産業に係る被害を除く。）等を記入する。 

 

（２）被害の傾向 

イノシシ 

果樹や野菜の収穫期の被害が被害面積・被害額を引き上げている。また

果樹の枝折れなど被害額に表れない樹体被害もあり、被害は収穫時期を中

心に農作物全般にわたり、被害区域も中山間地域から中山間地域につなが

る平野部へと広がってきている。これまで防護対策がとられていない家庭

菜園等への生活被害も出始めている。 

ニホンジカ 

スギ・ヒノキの剥皮被害、若芽を齧られる被害は減少傾向にあるが、中山

間地において、野菜類だけでなく樹体生長に影響を与える果樹への被害や、

ショウガの土壌消毒を行う被覆材を踏み破り病原菌を持ち込むことによる

根茎腐敗病のまん延を引き起こす等の被害が増えてきている。 

目撃情報も中山間地域～平野部近くの傾斜地域で多くなってきており、

裾野付近まで被害が広がりつつあることをうかがわせる。 

タヌキ 

中山間地域に限らず、平野部まで広範囲にわたる被害が報告されている。 

野菜への被害が多いが、ハウス加温施設の周辺に住みつき、ハウス施設の

ビニール破損などの被害も報告されている。 

カラス類 

果樹への被害が目立っており、着果～収穫時期まで長期にわたる被害が

発生している。平野部ハウス施設のビニール破損など、被害額に表れない

被害もあり、ごみ集積場を荒らすなどの生活被害は常習化している。カラ

ス類のほか種類を特定できない鳥類の果樹、野菜への被害もある。 
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カモ類 

 被害は近年増加傾向にあり、特に海岸に近い平野部においては、露地野

菜の食害やフンが付着するなどの被害が多発し、深刻な状況である。 

アナグマ 

中山間地域に限らず、平野部まで広範囲にわたる被害が報告されている。

野菜への被害が多いが、ハウス加温施設の周辺に住みつき、ハウス施設の

ビニール破損などの被害も報告されている。 

バン類 

被害は近年増加傾向にあり、特に海岸に近い平野部においては、露地野

菜の食害やフンが付着するなどの被害が多発し、深刻な状況である。 

カワウ 

 球磨川・氷川流域にて飛来が確認されている。主に鮎の遡上期、産卵期に

捕食による被害が発生しており、被害の拡大が懸念される。 

ヒヨドリ 

 ヒヨドリによる被害は、山間部から平野部まで広範囲にわたり、収穫期 

の果樹や野菜の食害が発生している。 

（注）１ 近年の被害の傾向（生息状況、被害の発生時期、被害の発生場所、

被害地域の増減傾向等）等について記入する。 

   ２ 被害状況がわかるようなデータ及び地図等があれば添付する。 

 

（３）被害の軽減目標 

指標（被害金額） 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 
軽減率 

イノシシ 3,663 千円 2,564 千円 30％ 

二ホンジカ 7,532 千円 5,272 千円 30％ 

タヌキ 3,245 千円 2,271 千円 30％ 

カラス類 4,249 千円 2,974 千円 30％ 

カモ類 94,573 千円 66,201 千円 30％ 

アナグマ 1,422 千円 995 千円 30％ 

バン類 1,061 千円 743 千円 30％ 

カワウ 26,000 千円 18,200 千円 30％ 

ヒヨドリ 41,979 千円 29,385 千円 30％ 

合計 183,724 千円 128,605 千円 30％ 

 

指標 

(被害面積 ha) 

現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和５年度） 
軽減率 

イノシシ 1.03ha 0.72ha 30％ 

二ホンジカ 22.20ha 15.54ha 30％ 

タヌキ 0.81ha 0.56ha 30％ 
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カラス類 1.36ha 0.95ha 30％ 

カモ類 24.72ha 17.30ha 30％ 

アナグマ 0.07ha 0.05ha 30％ 

バン類 0.29ha 0.20ha 30％ 

カワウ ‐ ‐ ‐ 

ヒヨドリ 8.61ha 6.02ha 30％ 

合 計 59.09ha 41.34ha 30％ 

 

   

   

（注）１ 被害金額、被害面積等の現状値及び計画期間の最終年度における目

標値を記入する。 

２ 複数の指標を目標として設定することも可能。 

 

（４）従来講じてきた被害防止対策 

 従来講じてきた被害防止対策 課題 

捕 獲 等

に 関 す

る取組 

 

 

熊本県猟友会八代支部、坂本支

部、氷川支部による捕獲隊によ

る捕獲体制をとってきている。 

・報償費を交付 

ニホンジカ：12,000円/頭 

イノシシ  ： 7,000円/頭 

カラス類 ：500円/羽 

カモ類  ：500 円/羽 

タヌキ  ：1,000 円/頭 

  アナグマ ：1,000 円/頭 

  バン類  ：500 円/羽 

・捕獲隊員の高齢化、隊員数の減

少。 

・ニホンジカ捕獲対策報償費など

経費増加による財政負担の増

加。 

・周辺自治体、南九州 3 県との捕

獲連携・強化、情報共有。 

・平野部では銃器使用が困難なた

め、別手段(わな、追い払い等)

による対策が必要。 

・タヌキについては、防護ネット

を破ったり、下を掘って侵入する

など有効な対策がないため、捕獲

を主にして取り組むことが必要。 

防 護 柵

の 設 置

等 に 関

す る 取

組 

・個別農家・小規模農地への被

害対策防止策として、電気柵等

設置補助を実施。(上限 20,000 円

消費税を除く 1/2 以内の補助) 

(令和２年度より、鳥類も補助対

象とした。) 

 

・合意形成が行われている地域

集落では、鳥獣被害防止総合支

・中山間地域での獣類の被害に関

しては、補助事業を活用し計画的

な防護柵の整備が進んでいる。 

しかし、農家の高齢化により、捕

獲による個体数調整策に依存し

がちであるため、有害鳥獣の温床

となっている耕作放棄地の刈り

払い、放任果樹の除去等の自らの

集落・農地は自らの手で守るとい



 

5 

 

援事業を活用した防護柵を設

置。 

 

う地域住民に対する意識付けや

啓発も課題となっている。 

・近年では、露地野菜の栽培面積

の増加に伴い平野部を中心に鳥

類の被害が深刻である。そのた

め、市・県・国の補助事業等を活

用し対策方法の検討をしていく。 

生 息 環

境 管 理

そ の 他

の取組 

・鳥獣被害防止総合対策事業を

活用し、被害防止に関する講習

会等を実施。 

収穫後の残渣が放置されており、

地域住民の被害防止に対する知

識の普及に努める。 

（注）１ 計画対象地域における、直近３ヶ年程度に講じた被害防止対策と課

題について記入する。 

   ２ 「捕獲等に関する取組」については、捕獲体制の整備、捕獲機材の

導入、捕獲鳥獣の処理方法等について記入する。 

３ 「防護柵の設置等に関する取組」については、侵入防止柵の設置・ 

管理、追上げ・追払い活動等について記入する。 

４ 「生息環境管理その他の取組」については、緩衝帯の設置、放任果 

樹の除去、鳥獣の習性、被害防止技術等に関する知識の普及等につい 

て記入する。 

 

（５）今後の取組方針 

八代市における令和元年度の対象鳥獣による被害金額は183,724千円、被

害面積は59.09haで、主な被害として、イノシシによる野菜・果樹の食害及

び枝折れ被害、ニホンジカによるショウガ等の野菜の被害、カモ類による

野菜、カワウによる魚類への被害が目立っている。 

八代市では第5期被害防止計画(R3～R5)を策定するにあたり、作物別に被

害軽減目標を設定し、令和元年度より、約30％減の128,605千円､41.34haと

した。第5期被害防止計画(R3～R5)では、平成22年5月に設立した八代市有害

鳥獣被害対策協議会と平成24年3月に設置した八代市鳥獣被害対策実施隊

を中心に個体数調整・被害防除の両面から、効果的で着実な被害対策を検

討し推進していく。鳥獣害防止総合対策事業の活用や地域懇談会、研修会

などを開催し、有害鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに取り組んでいく

とともに森林環境保全整備事業を活用し、森林被害対策についても取り組

んでいく。 

今後の計画 

① 地域の意識改革による被害防除体制整備に向け取り組む。 

② 捕獲と防護の両面での被害防止対策を推進する。 

③ 隣接市町村・南九州三県との一斉捕獲体制を推進する。 

④ 捕獲に従事する狩猟後継者の育成対策を講じる。 
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⑤銃での捕獲が困難な人家等の近くにおいて、ワナによる捕獲圧を高め

る 

（注） 被害の現状、従来講じてきた被害防止対策等を踏まえ、被害軽減目標

を達成するために必要な被害防止対策の取組方針について記入する。

（ICT（情報通信技術）機器や GIS（地理情報システム）の活用等、対策

の推進に資する技術の活用方針を含む。）。 

 

３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 

（１）対象鳥獣の捕獲体制 

八代市鳥獣被害対策実施隊 
平成２４年３月に鳥獣被害対策実施隊を設置

隊員数１８３名（令和２年４月１日現在） 

（注）１ 鳥獣被害対策実施隊のうち対象鳥獣捕獲員の指名又は任命、狩猟者

等の外部団体への委託、わなの見回り補助等による捕獲者のサポート

等による対象鳥獣の捕獲体制を記入するとともに、捕獲に関わる者の

それぞれの取組内容や役割について記入する。 

   ２ 対象鳥獣捕獲員を指名又は任命する場合は、その構成等が分かる資

料があれば添付する。 

   ３ 捕獲等を推進する上で、被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に

従事している者にライフル銃を所持させる必要がある場合には、その

ことについて記入する。 

 

 

（２）その他捕獲に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

 

令和 

３年度 

 

イノシシ 

ニホンジカ 

タヌキ 

アナグマ 

カラス類 

カモ類 

バン類 

カワウ 

八代市鳥獣害防止対策協議会と連携して、捕獲器

材等の導入を進めると共に、狩猟免許取得のため

の事前講習会を猟友会（八代、坂本、氷川）と連

携して行い、捕獲従事者の確保･育成を進めてい

く。 

また、捕獲従事者となる担い手の確保のため

に、県が認定している認定鳥獣捕獲等従事者の活

用に努める。 

 また、自らの集落を守る手段として、中型動物

用も含め罠の活用体制を整備していく。 

 

令和 

４年度 

 

イノシシ 

ニホンジカ 

タヌキ 

アナグマ 

カラス類 

カモ類 

八代市鳥獣害防止対策協議会と連携して、捕獲器

材等の導入を進めると共に、狩猟免許取得のため

の事前講習会を猟友会（八代、坂本、氷川）と連

携して行い、捕獲従事者の確保･育成を進めてい

く。 

また、捕獲従事者となる担い手の確保のため
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バン類 

カワウ 

に、県が認定している認定鳥獣捕獲等従事者の活

用に努める。 

 また、自らの集落を守る手段として、中型動物

用も含め罠の活用体制を整備していく。 

 

令和 

５年度 

 

イノシシ 

ニホンジカ 

タヌキ 

アナグマ 

カラス類 

カモ類 

バン類 

カワウ 

ヒヨドリ 

八代市鳥獣害防止対策協議会と連携して、捕獲

器材等の導入を進めると共に、狩猟免許取得のた

めの事前講習会を猟友会（八代、坂本、氷川）と

連携して行い、捕獲従事者の確保･育成を進めて

いく。 

また、捕獲従事者となる担い手の確保のため

に、県が認定している認定鳥獣捕獲等従事者の活

用に努める。 

 また、自らの集落を守る手段として、中型動物

用も含め罠の活用体制を整備していく。 

（注） 捕獲機材の導入、鳥獣を捕獲する担い手の育成・確保等について記入

する。 

 

（３）対象鳥獣の捕獲計画 

 捕獲計画数等の設定の考え方 

①  イノシシ 

 第二種特定鳥獣管理計画（以下、「県計画」という。）では、個体数を管

理目標とするのではなく、農林産物被害額を保護管理目標とし、平成４年

度から平成８年度の県平均被害金額の１億５千万円まで抑えることを目標

としている。 

本市においても、被害額及び被害地域は年々増加しており、今後も被害

の増加が予想されることから、過去の捕獲状況及び被害状況を勘案し、各

年度とも１，５００頭とした。 

②  ニホンジカ 

県計画では、目標密度について個体群の保護を優先させる地域（保護地

域）は５頭/km2、農林業を優先させる地域（調整地域）は２頭/km2、生息の

拡大が確認された地域（生息拡大地域）は０頭/km2と設定している。 

 また、平成２６年度に生息状況調査が行われ、その結果を平成２８年１

０月の県計画に反映させている。 

本市においても、その結果を受け、１０年後の生息目標頭数を１，７００

頭と設定し、各年度の計画数を３，０００頭とした。 

③  カラス類 

令和元年度の捕獲実績は２００羽に達したが、今後もさらに農作物およ

び生活環境被害の増加が予想されることから、計画数を３００羽とした。 

④  タヌキ 

過去３年間の捕獲実績はないが、ビニールハウスへの被害など、山間部



 

8 

 

だけでなく平野部へ生息範囲が広がっていることもあり、各年度の計画数

を５０頭とした。 

⑤  カモ類 

 カモ類による農作物の被害は平野部を中心に増加傾向にあり、今後も増

加が予想されることから、計画数を１，０００羽とした。 

⑥  アナグマ 

ビニールハウスへの被害など、山間部だけでなく平野部へ生息範囲が広

がっていることもあり、各年度の計画数を５０頭とした。 

⑦  バン類 

バン類による農作物の被害は平野部を中心に増加傾向にあり、今後も増

加が予想されることから、計画数を２００羽とした。 

⑧   カワウ 

 球磨川・氷川流域において、鮎等の食害被害が増加傾向にあるため、漁協

・近隣市町村と連携し捕獲や追い払いに務める。 

⑨  ヒヨドリ 

主に野菜や果樹の被害が大きい。今後も被害の増加が予想されることか

ら、計画数を２００羽とした。 

（注） 近年の対象鳥獣の捕獲実績、生息状況等を踏まえ、捕獲計画数等の設

定の考え方について記入する。 

 

対象鳥獣 

 

捕獲計画数等 

 令和３年度  令和４年度  令和５年度 

イノシシ １，５００ １，５００ １，５００ 

二ホンジカ ３，０００ ３，０００ ３，０００ 

カラス類 ３００ ３００ ３００ 

カモ類 ７００ １，０００ １，０００ 

タヌキ ５０ ５０ ５０ 

アナグマ ５０ ５０ ５０ 

バン類 ２００ ２００ ２００ 

カワウ ５０ ５０ ５０ 

ヒヨドリ ‐ ‐ ２００ 

（注） 対象鳥獣の捕獲計画数、個体数密度等を記入する。 

 

 捕獲等の取組内容 

八代市内全域において、年間を通して捕獲取組を行っており、イ

ノシシ、ニホンジカ、カラス類、カモ類、タヌキ、アナグマ、バン

類、カワウ、ヒヨドリを対象とした銃器･わな等による予察捕獲を中

心に行う。また、ニホンジカについては隣接する町村、南九州三県

と連携し、同一期間での捕獲も実施する。 
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（注）１ わな等の捕獲手段、捕獲の実施予定時期、捕獲予定場所等について

記入する。 

   ２ 捕獲等の実施予定場所を記した図面等を作成している場合は添付す 

る。 

 

 

ライフル銃による捕獲等を実施する必要性及びその取組内容 

なし 

（注） 被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事している者にライフル

銃を所持させて捕獲等を行う場合には、その必要性及び当該被害防止計

画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事している者による捕獲手段、捕獲の

実施予定時期、捕獲予定場所等について記入する。 

 

（４）許可権限委譲事項 

対象地域 対象鳥獣 

八代市管内 二ホンジカ、アライグマ、アナグマ、バン類 

（注）１ 都道府県知事から市町村長に対する有害鳥獣捕獲等の許可権限の委

譲を希望する場合は、捕獲許可権限の委譲を希望する対象鳥獣の種類

を記入する（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別

措置に関する法律（平成 19 年法律第 134 号。以下「法」という。）第

４条第３項）。 

   ２ 対象地域については、複数市町村が捕獲許可権限の委譲を希望する

場合は、該当する全ての市町村名を記入する。 

 

 

４．防護柵の設置等に関する事項 

（１）侵入防止柵の整備計画 

対象鳥獣 

 

整備内容 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

イノシシ 

二ホンジカ 

電気柵 

５ha(5,600m) 

金属柵・ネット柵 

５ha(5,600m) 

林業用ネット柵 

100ha(35,000m) 

電気柵 

５ha(5,600m) 

金属柵・ネット柵 

５ha(5,600m) 

林業用ネット柵 

100ha(35,000m) 

電気柵 

５ha(5,600m) 

金属柵・ネット柵 

５ha(5,600m) 

林業用ネット柵 

100ha(35,000m) 

（注）１ 設置する柵の種類、設置規模等について記入する。 

   ２ 侵入防止柵の設置予定場所を記した図面等を作成している場合は添

付する。 
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（２）侵入防止柵の管理等に関する取組 

対象鳥獣 
取組内容 

３年度 ４年度 ５年度 

イノシシ 

二ホンジカ 

管理組合の構成員による除草作業や侵入痕の確認及び破

損箇所確認のための定期的な見回りを行う。 

（注） 侵入防止柵の管理、追上げ・追払い活動等に関する取組等について記 

   入する。 

 

 

 

５．生息環境管理その他被害防止施策に関する事項 

年度 対象鳥獣 取組内容 

令和 

３年度 

イノシシ 

二ホンジカ 

タヌキ 

アナグマ 

カラス類 

カモ類 

バン類 

カワウ 

 集落において、懇談会、研修会等の普及啓発

を進めるとともに、住民等が主体的に緩衝帯の

整備、追い払い活動等を行えるような体制整備

を行う。 

令和 

４年度 

イノシシ 

二ホンジカ 

タヌキ 

アナグマ 

カラス類 

カモ類 

バン類 

カワウ 

集落において、懇談会、研修会等の普及啓発

を進めるとともに、住民等が主体的に緩衝帯の

整備、追い払い活動等を行えるような体制整備

を行う。 

令和 

５年度 

イノシシ 

二ホンジカ 

タヌキ 

アナグマ 

カラス類 

カモ類 

バン類 

カワウ 

ヒヨドリ 

集落において、懇談会、研修会等の普及啓発

を進めるとともに、住民等が主体的に緩衝帯の

整備、追い払い活動等を行えるような体制整備

を行う。 
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（注） 緩衝帯の設置、里地里山の整備、放任果樹の除去、被害防止に関する

知識の普及等について記入する。 
 

６．対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じる

おそれがある場合の対処に関する事項 

（１）関係機関等の役割 

関係機関等の名称 役割 

熊本県 県関係機関との連絡調整 

八代警察署 捕獲、追い払い時の地域住民の安全確保 

鳥獣被害対策実施隊 対象鳥獣の捕獲、追い払い 

八代市水産林務課 鳥獣被害対策実施隊への出動命令 

八代市危機管理課 防災行政無線等を用いた住民の安全確保の周

知 

（注）１ 関係機関等には、都道府県、警察、市町村、鳥獣被害対策実施隊、

猟友会等の名称を記入する。 

   ２ 役割欄には、緊急時又は平常時において、各関係機関等が果たすべ

き役割を記入する。 

   ３ 対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は

生じるおそれがある場合の対処に関して、規程等を作成している場合

は添付する。 
 
 

（２）緊急時の連絡体制 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 通報者が市、警察署、県、いずれに通報されてもお互いに連絡調整 

を行う。 

市水産林務課は鳥獣被害対策実施隊への出動命令、危機管理課へ安全確

保の周知依頼を行う。 

 

（注） 緊急時の各関係機関等の連絡体制及び連絡方法等をフロー図等により

記入する。 
 

市水産林務課 警察署 熊本県 

鳥獣被害対策実施隊 市危機管理課 

通報者 
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７．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

八代市管内において捕獲した有害鳥獣は、下岳地区猪鹿解体処理施設お

よび坂本地区鹿猪解体処理施設をはじめとする八代市管内のジビエ処理加

工施設への持ち込みを推奨し、鳥獣を有効活用することにより、地域経済

の活性化を図ることとする。 

その他上記以外の捕獲個体については、持ち帰りによる自家消費、または

埋設による処理を行うこととする。 

（注） 適切な処理施設での焼却、捕獲等をした現場での埋設等、捕獲等をし

た鳥獣の処理方法について記入する。 

 

 

 

８．捕獲等をした対象鳥獣の食品・ペットフード・皮革としての利用等その有 

効な利用に関する事項 

（１）捕獲等をした鳥獣の利用方法 

食品 上記解体処理施設等に持ち込まれた鳥獣については

食肉として利用することを推進し、販路の確保及び安

定供給について、協議会及び各地域の猟友会と連携し

て検討していく。 

ペットフード 食肉として利用できない部位をペットフードとして

加工し販売している、今後も取り組みを推進してい

く。 

皮革 有効利用できるよう検討していく。 

その他 

（油脂、骨製品、角 

製品、動物園等で 

のと体給餌、学術 

研究等） 

該当なし 

（注） 利用方法ごとに、現状及び目標を記入する。 

 

（２）処理加工施設の取組 

該当なし 

（注） 処理加工施設を整備する場合は、年間処理計画頭数、運営体制、食品

等としての安全性の確保に関する取組等について記入する。 

 

（３）捕獲等をした対象鳥獣の有効利用のための人材育成の取組 

該当なし 
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（注） 処理加工に携わる者の資質の向上や、捕獲から搬入までの衛生管理の

知識を有する者の育成の取組等について記入する。  

９．被害防止施策の実施体制に関する事項 

（１）協議会に関する事項 

協議会の名称 八代市有害鳥獣被害対策協議会 

構成機関の名称 役   割 

熊本県猟友会 

八代支部･坂本支部･氷川支部 

有害鳥獣関連情報の提供と有害鳥獣捕獲の

実施を行う。 

農林業代表者 
地元の有害鳥獣関連情報の提供を行い、被

害対策事業推進への協力。 

熊本県林業公社 有害鳥獣関連情報の提供を行う。 

熊本県鳥獣保護管理員 
有害鳥獣関連情報の提供と鳥獣保護に関す

る業務を行う。 

八代地域農業協同組合 
対象地域を巡回し、営農技術指導・情報提供

を行う。 

熊本県農業共済組合八代・芦北支

所 
有害鳥獣関連情報の提供を行う。 

八代森林組合 有害鳥獣関連情報の提供を行う。 

熊本南部森林管理署 有害鳥獣関連情報の提供を行う。 

下岳地区有害鳥獣利活用推進組

合 
捕獲された有害鳥獣の利活用を推進する。 

坂本地区有害鳥獣利活用組合 捕獲された有害鳥獣の利活用を推進する。 

マルコーフーズ株式会社 捕獲された有害鳥獣の利活用を推進する。 

コスモファーム 捕獲された有害鳥獣の利活用を推進する。 

猪鹿工房 東陽 捕獲された有害鳥獣の利活用を推進する。 

株式会社 DREAM EARTH 捕獲された有害鳥獣の利活用を推進する。 

けもの道 祥 捕獲された有害鳥獣の利活用を推進する。 

事 

務 

八代市水産林務課 
事務局を担当し、協議会及び捕獲に関する

連絡・調整を行う。 

八代市農業振興課 事務局の補佐を担当し、農作物被害防止対
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（注）１ 関係機関等で構成する協議会を設置している場合は、その名称を記

入するとともに、構成機関欄には、当該協議会を構成する関係機関等

の名称を記入する。 

   ２ 役割欄には、各構成機関等が果たすべき役割を記入する。 
 
 
 

（２）関係機関に関する事項 

関係機関の名称 役割 

県南広域本部 農業普及・振興課 

県南広域本部 林務課 
有害鳥獣関連情報の提供を行う。 

（注）１ 関係機関欄には、協議会の構成機関以外の関係機関等の名称を記入

する。 

   ２ 役割欄には、各関係機関等が果たすべき役割を記入する。 

   ３ 協議会及びその他の関係機関からなる連携体制が分かる体制図等が

あれば添付する。 

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

平成２４年３月３１日に捕獲隊員を実施隊員として移行し、鳥獣被害対

策実施隊を設置。隊員数は１９０名以内とし、構成等は別紙体制図のとおり

である。 

なお、隊員は、市の特別職の非常勤職員として委嘱し、捕獲業務中の事故

等については、市の公務災害補償等を適用するなど、捕獲業務等に安心して

取り組める環境を整備し、平成２４年度より鳥獣被害防止のための施策に

取り組む。 

活動内容は、捕獲活動、被害防止活動等を行う。 

また、農林業者や団体職員への免許取得に関する講習会等を行っており、

より一層、農林漁業者や農林漁業団体職員、地域住民等の多様な人材の活用

を推進していく。 

（注）１ 被害状況を勘案し、鳥獣被害対策実施隊を設置する必要があると認

める場合は、その設置に関して設置に向けた基本的な方針や検討の状

況、設置予定時期等について記入する。 

   ２ 鳥獣被害対策実施隊を設置している場合は、鳥獣被害対策実施隊が

行う被害防止施策、その規模、構成、農林漁業者や農林漁業団体職員、

地域住民等の多様な人材の活用策等を記入するとともに、実施体制が

わかる体制図等があれば添付する。 

 

 

策に関して関係機関の連絡・調整を行う。 

八代市農林水産政策課 

各農林水産地域事務所 

事務局の補佐及び地元の被害対策事業の推

進。 
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（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項 

捕獲従事者となる担い手の確保のために、県が認定している認定鳥獣捕

獲等事業者の活用に努める。 

防護については、地域や受益者等の協力を得て、防護柵等を設置する。 

また、有害獣の温床となっている耕作放棄地の刈り払い、放任果樹の除

去(緩衝帯の整備)、など地域住民に対する啓発を協議会と地域で連携しな

がら進めていく。 

（注） 将来的な被害防止対策の実施体制の維持・強化の方針その他被害防止

施策の実施体制に関する事項（地域の被害対策を企画・立案する者の育

成・確保や現場で対策を実施する者の知識・技術の向上等の被害対策に

関する人材育成の取組を含む。）について記入する。 

 

 

 

 

 

 

10．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

被害防止対策については、広域に取り組む方が、より効果的であること

から、今後、隣接の氷川町と連携していくため体制整備を図っていく。 

将来的には、効果的な捕獲活動に資するために、芦北・球磨地域との連携も

視野に入れ、関係機関との検討・協議を重ねるとともに、広域的な捕獲体制

を整備していく必要がある。 

（注） 近隣市町村と連携した広域的な被害防止対策等その他被害防止施策の 

実施に関し必要な事項について記入する。 
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